
うち交付金充当
額

90,040,000 76,605,000 単位：円

1
価格高騰重点支援給付金
（低所得者世帯追加給付金）

健康福祉課（R6）
税務課（R7）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯（407世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）
の対象者数（1,008人）

R7.9 R7.12 16,630,000           16,630,000         
本給付金は、差押
禁止等及び非課税
の対象です。

2
医療・福祉施設等特別支援
金

健康福祉課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業者の負担を緩和するため，
緊急的な支援として燃料費の増加分に対する補助金交付事業を実施することで、安定的な
事業運営に資することを目的にする。
②補助金
③燃料費の増加分に対する支援（R6年度燃料費とR2年度燃料費の差額）
　 (1)通所施設・・・上限35万円×2ヶ所
　 (2）有料老人ホーム・・・上限35万円×1ヶ所
　 (3)特養施設・・・上限70万円×2ヶ所
　 (4)障害者事業所・・・上限35万円×1ヶ所
　 (5)保育施設・・・上限35万円×1ヶ所
　 (6)医療施設・・・上限35万円×2ヶ所

R7.10 R7.12 3,150,000             2,975,000           

3
令和７年度食料品等価格高
騰臨時支援事業

産業振興課

①食料品の価格高騰による住民の負担を軽減するため、緊急的な支援として商品券交付
事業を実施し，住民生活の安定に資することを目的にする。
②補助金（商工会へ補助金として交付）
　 　 住民一人当たり12,000円の商品券を交付、事務手数料（振込手数料、取扱店郵送代）
　 需用費（印刷代）
　 役務費（発送手数料、各世帯への商品券郵送）
③全住民

R7.12 R9.3 70,260,000           57,000,000         
令和8年度への繰
越事業

合計

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧（予定）

Ｎｏ 交付対象事業の名称
所
管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

備　　考
総事業費


